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Ⅰ 空き家実態調査の概要  
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Ⅰ 空家実態調査の概要 

 

１．調査の目的                        

平成２５年の住宅・土地統計調査によると、市内の住宅総数 27,370戸に対し、

空家となっている住宅は 2,460戸で住宅総数に対し約 6.6％となっており、今後

もある程度増加することが予測されます。 

 この調査では、空家の総数や住宅の構造や建て方などの数的な把握はできる

ものの、発生原因や所有者の意向まで確認することが困難でした。 

 本調査は、市の空家の現状について、市内建物全棟の現地外観調査及び空家と

思われる建物所有者へのアンケート調査を実施し、市の空家対策のための基礎

資料とすることを目的に実施しました。 

 

２．調査の内容                        

 （１）建物全棟の現地調査 

 （２）固定資産課税台帳等調査 

 （３）アンケート調査 

 

３．調査の設計                        

 （１）調査区域：市全域 

 （２）調査対象：市内建物全棟 

 （３）調査対象戸数：19,069 棟 

（平成 27年 1月 1日現在、家屋台帳データ参照） 

 （４）調査内容：空家の老朽度及び危険度判定票等により GISデータ管理 

（空家と思われる建物の詳細情報、写真等）を PC上で一元 

        管理しました。 

     また、空家と思われる建物所有者へのアンケート調査を実 

施しました。 

 （５）調査期間：平成 27年 11月から平成 28年 3月 

 （６）調査機関：株式会社ゼンリン 
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４．調査の手順                        

 

●作業フロー 

 

 

（１）現地調査 

  市内の建物全棟（19,069 棟）を対象とし別紙調査票（６ページ参照）に示 

す「空家の老朽度及び危険度判定票」に基づき現地調査を行い、空家と思わ 

れる建物について集計結果をまとめました。 

 

① 空家の判断基準 

  現地調査での空家と思われる建物の判断については、次の手順に従って 

判断しました。 

 

 

 

 

調査手法・内容の検討

調査票の作成

現地調査

固定資産課税台帳等調査

アンケート調査

調査結果の集計及び分析

調査報告書の作成
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「空家の老朽度及び危険度判定票」に基づく調査の手順 

 【空家調査の考え方】 

 ●調査建築物は、全建築物とします。 

 ●集合住宅は、一住戸でも居住が認められる場合は、空家としません。 

 ●空家と思われる建物の判断は、以下の手順で行いました。 
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 ② 現地調査票 

  現地での判定票は、次のとおりです。 

  ただし、判定票内の「老朽度・危険度ランク」、「周囲に対する危険度

のランク」、「判定基準」の部分については、職員が現地確認するための

一助となるデータで、この報告書での検証結果に直接反映されません。 
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（２）固定資産税課税台帳等調査 

  現地調査で空家と思われる建物について、家屋情報及び所有者、その他の属

性等を固定資産税課税台帳等から確認し整理を行いました。 

  台帳からの情報は、次ぎのとおりとなっています。 

 ●行政区 

 ●土地所有者氏名、住所（納税管理人等氏名、住所） 

 ●建物建築年次、建物用途、建物階数 

 ●建物所有者氏名、住所（納税管理人等氏名、住所） 

 

 

（３）アンケート調査 

土地及び建物所有者に対して、郵送配布、郵送回収によるアンケート調査 

 を行い、集計分析することで、空家の実態及びその利活用に関する所有者 

 の意向を明らかにしました。 
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５．現地調査の結果                        

①現地調査結果 

  多賀城市全域で３０６棟を空家と思われる建物と推定しました。 

 

 調査対象件数 調査結果空家件数 

多賀城市 19,069 306 

 

  ※参考 

   住宅・土地統計調査（多賀城市の結果） 

     ・住宅総数：27,370（一時現在者のみ、建築中含む） 

       居住有：24,550 

       居住無： 2,820 

   → 住宅・土地統計調査の空家数との乖離について 

      住宅・土地統計調査は、集合住宅の空室等を含めたサンプル調査に

より推計したもので、この度の調査による空家と思われる建物の数

は、戸建（アパート等では、全戸空室の場合のみ含める）中心となっ

ているためです。 

 

 ② 空家比率 

  今回の現地調査により空家と思われる建物に推定された建築物は、３０６

件でした。多賀城市の建物１９，０６９件と比較して、空家率を推計すると１．

６０％となっています。 
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６．アンケート調査の結果                   

空家と思われる建物３０６件に対し、固定資産課税台帳等で所有者等を特定

しアンケート調査を行いました。その結果、２１９件の回答があり、７１．６％

の回収率となり空き家の利用実態や意向が見えてきました。 

 

●アンケート調査状況 

 発送件数 回収数 回収率 

居住用 274 195 71.2 

事業用 32 24 75.0 

合 計 306 219 71.6 
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Ⅱ 調査結果の分析  
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Ⅰ 調査結果の分析 

 

1．現地調査                          

（１）空家の判定状況 

  この度の調査では、調査員が主に外観から判断し「空家と思われる建築

物」を抽出しているものであり、売物件や賃物件のようなものも含まれてい

ます。 

 

  ■空家管理状況（外観） 

   外観上、空家と思われる建物を現地調査員が判断し、「管理されていな 

  いもの」、「管理されているもの」の区別をした結果です。この結果及び 

  その他の調査内容を基に「管理されていないもの」を中心に職員が確認し 

  最終的な「空家」を特定することになります。 

 外観上からは、およそ７０パーセントの空家が管理されています。 

 

  

 

 

 

 

0 50 100 150 200 250

管理されている

（67.6％）

管理されていない

（32.4％）

207

99

（件）
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■物件情報の表示の有無 

   現地調査で空家と判定されたものには、不動産会社により市場に出され

た「売物件」や「貸物件」等も含まれており、最終的な空家の特定から外

します。 

   およそ９０パーセントが、市場に出されていない建物となっており、現 

在管理されている建物についても、何れかの段階で管理されなくなる可能 

性が想定されます。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

0 50 100 150 200 250 300

無し

（92.8％）

売物件

（2.3％）

貸物件

（4.9％）

284

7

15

（件）



13 

 

■空家の建て方及び階数 

   アパートや長屋建については、全室が空いている建物のみを空家とし 

  ています。およそ８０パーセントが戸建住宅となっています。 

また、およそ５５パーセントが２階建てで、およそ４４パーセントが平 

屋となっています。 

 

 

 

 

0 50 100 150 200 250

戸建

（81.7％）

アパート

（2.3％）

長屋建

（4.9％）

店舗

（7.8％）

事務所

（2.6％）

工場

（0.7％）

250

7

15

24

8

2

（件）

0 50 100 150 200

１階

（43.5％）

２階

（54.6％）

３階

（1.0％）

４階

（0.7％）

５階

（0.3％）

133

167

3

2

1

（件）
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■空家の接道状況 

 空家の市場性や利活用で要件の一つとなる接道について、現地調査で確 

認しています。 

 およそ８０パーセントが２ｍ以上の道路に接しているものの、およそ１ 

８パーセントにあたる建物が２ｍ未満の接道状況となっています。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

0 50 100 150 200 250

２ｍ未満

（17.6％）

２ｍ以上

（79.4％）

８ｍ以上

（2.9％）

54

243

9

（件）
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  ■空家の実態（外構等及び雑草繁茂等） 

   現地調査により空家の門柱や塀の傾き、外構の損傷を確認し管理状況 

の判断材料としました。およそ９０パーセントの建物で損傷等が見受けら 

れませんでした。 

 また、ごみ等の放置や立ち木隣地越境、雑草繁茂で、それぞれ２０パー 

セントを超える建物において、地域へ影響を与えていることが確認できま 

す。 

 

 
 

 

0 50 100 150 200 250 300

有

（9.5％）

無

（90.2％）

不明

（0.3％）

29

276

1

（件）

0% 20% 40% 60% 80% 100%

雑草繁茂

立ち木隣地越境等

臭気の発生

害虫等の発生

ごみ等の放置

110

62

0

1

119

276

244

305

304

186

1

0

1

1

1

（件）

有

無

不明
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２．固定資産課税台帳等調査                          

■空家の建築年次及び築年数 

   現地調査で空家とされた建物については、およそ７５％が昭和５６年 

６月１日の新耐震基準が設けられた建築基準法改正以前の建物で、その殆

どが築２１年以上となっているため、新築の供給が住宅市場の大勢を占め

世代間継承もリフォーム市場も整備されていない現状では、市場性も低

く、利活用する場合においても耐震補強等の費用が発生することが想定さ

れます。 

 

 

 

 

0 50 100 150 200 250

Ｓ５６年以降

（23.5％）

Ｓ５５年以前

（76.5％）

72

234

（件）

0 50 100 150 200 250 300

築５年以内

（0.3％）

築６～１０年

（0.3％）

築１１～２０年

（2.9％）

築２１年以上

（95.8％）

不明

（0.7％）

1

1

9

293

2

（件）
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  ■所有者及び納税管理人等の状況 

   土地の所有状況については、所有者が存在する建物がおおよそ７０パー 

セントでした。また、納税管理人等がおよそ３０パーセントとなってお 

り、そのまま世代が代わることにより空き家の管理や処分等が一層困難に 

なって行くものと想定されます。 

 

 

 

 

有（72.5％）, 

222

納税管理人等

（27.5％）, 84

土地所有者等の状況

市内（57.2％）, 

48

県内（22.6％）, 

19

その他東北

（7.1％）, 6

関東（13.1％）, 

11

納税管理人等の所在
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３．アンケート調査                       

１．居住用建物向け意向調査結果の集計 

回収された 195 件の居住用建物向けアンケート結果を集計すると、以下のとおりです。 

 

問 1）現在、この建物はどのような利用形態になっていますか。（1 つ選択） 

  ※対象件数：195。本設問は重複回答がみられ、回答数は 204 件となった。その内訳を示す。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 「売却用」と「賃貸用」との回答が合わせて 36.7%(75 件)と最も多く、次い

で「物置・倉庫」が 30 件、「一時的に住んでいない」が 25 件と続いています。

その他(48 件)は、「居住中・使用中」が 11 件、「売却済・売出し中」が 8 件、

週末使用や畑使用などが 3 件、津波による空き家が 2 件、そのほか「将来住み

たい」「相続中」等となっています。 

24

30

2

4827

25

48

11.8%

14.7%

1.0%

23.5%
13.2%

12.3%

23.5%

問1
1. 時々過ごすための家

2.物置・倉庫

3. 仕事場や作業場

4. 賃家用の建物

5. 売却用の建物

6. 一時的に住んでいない

7. その他

内円：件数

外円：割合
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問 2）この建物を使用される期間について、ご記入下さい。（１つ選択） 

  ※回答数: 143。 

 

   

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

5

0
0

12

6

11

109

3.5%

0.0%

0.0%

8.4%

4.2%

7.7%

76.2%

問2
1. 夏季

2. 冬季

3. 夏･冬以外

4. 正月やお盆の短期間

5. 週1～2日程度

6． 5. 月1～2日程度

7. その他

 「正月やお盆の短期間」が 12 件と最も多く、次いで「月に 1～2 日」が 11 件と

多いが大きな偏向は見られませんでした。 

 また「その他」の回答者が多く、内容は「全く使用していない」が 30 件、「常

時使用」が自用・賃貸合わせて 18 件と多く、その他は「賃貸募集中」が 9 件、「年

に 3～6 回」が合わせて 6 件、「除草程度」が 5 件程度のほか、「空き巣に入られ

そのまま」「親族に管理依頼している」「セカンドハウス」等の回答がありました。 

内円: 件数 

外円: 割合 
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問 3）現在の利用形態となった時期について、ご記入下さい。（１つ選択） 

  ※回答数: 171。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 「10 年以上」と「2～3 年以内」が 46 件(26.9%)、「4～5 年以内」が 31 件と

続きます。現況が 6 年以上の長期に亘るものが全体の 37.4%を占めています。 

25

46

31

18

46

5

0

5

10

15

20

25

30

35

40

45

50

1. １年以内 2. ２～３年以内3. ４～５年以内4. ６～９年以内 5. １０年以上 6. 不明

問3
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問 4）現在の利用形態となった経緯について、ご記入下さい。（複数選択可） 

 ※回答数: 187。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

  

 

 

 

 

3 10

33

26

30

39

3

43

1.6%
5.3%

17.6%

13.9%

16.0%

20.9%

1.6%

23.0%

問4
1. 転職による移転

2.転勤による移転

3. 他所の住宅を新築・購入

4. 他所の借家へ転居

5. 病院・老人ホーム等へ転居

6. 死去

7. 不明

8. その他

 「死去」が 39 件と最も多く、次いで「他所の住宅を新築･購入」が 33 件、「病

院・老人ホーム等へ転居」が 30 件と続きます。 

 また「その他」の内容としては、以下のような記述がみられます。 

 家庭の事情（転居・介護・相続） 10 

 震災や津波の影響 8 

 賃貸関係（地主との関係・借り主との関係・単なる一時的空き家）6 

 同一敷地に新築した 3 
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問 5）建物の主な管理者はどなたですか、ご記入下さい。（１つ選択） 

 ※回答数: 178。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

143

0
11 3

6

15

80.3%

0.0%

6.2%

1.7%

3.4% 8.4%

問5
1. 自分（所有者自身、家族含む）

2. 直前の使用者（第三者）

3. 親類縁者

4. 近所の友人・知人

5. 地主

6. その他

 「自分（家族を含む）」による管理が約 8 割と最も多く、次いで親類縁者をあげ

た回答が 11 件となりました。「その他」の回答としては、「不動産業者」(９件)、

「親族」(4 件)が主であり、ほかには「会社管理」「保佐人」「弁護士」との記述が

みられました。 

内円: 件数 

外円: 割合 
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問 6）現在の建物の維持・管理の度合いについて、ご記入下さい。（１つ選択） 

  ※回答数: 170。 

 

   

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 維持・管理を「月に 1 回以上」しているとの回答が 29 件(約 17%)と最も多く、次

に「週に 1 回以上」が 26 件、「半年に 1 回程度」が 24 件と続く。各選択肢に分布し

ており、偏向はみられません。「その他」の回答としては、「年に 5 回程度」等の各回

答者の頻度のほかに、「状況で都度判断」「不動産業者に委託」「市のシルバーに頼ん

でいる」「平成○○年に補修した」などの記述がみられます。 

26

16

29

19

24

16

22

4

14

0 5 10 15 20 25 30 35

1. 週１回以上

2. ２～３週間に１回程度

3. 月1回程度

4. 2～3ヶ月に１回程度

5. 半年に１回程度

6. 1年に１回程度

7. ほとんどしていない

8. わからない

9. その他

問6
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問 7）建物の維持・管理で困っていることについてご記入下さい。（複数選択

可） 

   ※回答数: 179。 

 

 

 

 

 

 

  ○「その他」の理由 ※有効回答数：31。 

「その他」の理由 

 困っていない 19 

 借り手がいない 5 

 親族トラブル 1 

 売却情報不足 1 

 老朽化 1 

 資金面 2 

 居住不可なのでやる気がでない 1 

 

50

24

847

50

27.9%

13.4%

4.5%
26.3%

27.9%

問7
1. 管理の手間が大変

2. 身体的・年齢的に困難

3. 管理を委託する相手が

いない

4. 現住所からの距離が遠

い

5. その他

 「管理の手間が大変」が 50 件 (27.9%)と最も多く、次いで「現住所からの

距離が遠い」が 47 件、「身体的･年齢的に困難」が 24 件と続きます。「その他」

の主な理由としては以下のとおりです。 

内円: 件数 

外円: 割合 
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問８）今後の建物の管理・活用について、ご記入下さい。（１つ選択） 

   ※回答数: 172。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

15
8

4

18

37

15

31

0

18

26

8.7%

4.7%

2.3%

10.5%

21.5%

8.7%

18.0%

0.0%

10.5%

15.1%

問８ 1 いずれ修繕・改築(自用)

2.二次的住宅として時々利用

3. 他の用途に自分が使用

4. 子や孫に任せたい（相続）

5. 売却したい、してもよい

6. 賃貸したい、してもよい

7. 解体撤去して更地にしたい

8. 地域のため（公的）に活用したい

9. 予定はない

10. その他

 「売却したい、してもよい」が 37 件(21.5%)と最も多く、次いで「解体撤去して更地に

したい」が 31 件(18.0%)、「その他」が 26 件(15.1%)と続きます。売却･賃貸などの利

活用を希望する回答が合わせて 30.2％に上りました。 

 「その他」の回答として「いずれ修繕して、賃貸したい」「解体後売却したい」「賃貸募

集中」など、複数の選択肢にまたがる回答が多くみられる中、「どうしたらいいかわからな

い」旨の回答もみられました。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

内円: 件数 

外円: 割合 
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問 9） 問８で「７ 解体撤去して更地にしたい」と回答した方。解体撤去し

て更地にした後の土地の利用の考えについて、ご記入下さい。（１つ

選択） 

  ※対象者数：31。回答数:37。本設問は重複回答を想定していないが、得られた回答を下記に示

した。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 回答数としては「駐車場として他人に貸与」が 9 件(24.3%)と最も多く、次点は

「畑等の菜園」(3 件，8.1%)でした。 

 また「その他」が 22 件あった。以下のとおりです。 

 売却・売却検討中 7 

 借地のため地主次第 ２ 

 未定 5 

2
3

1

9

0

22

5.4%

8.1%

2.7%

24.3%

0.0%

59.5%

問9
1. 車庫・物置等の設置

2. 畑等の菜園

3. 駐車場として自分が利用

4. 駐車場として他人に貸与

5. 地域の役に立つ交流の場

6. その他

内円：件数

外円：割合
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問 10）売却、賃貸希望者の不動産業者等への相談状況について、ご記入下さ

い。（1 つ選択） ※※問 8)の選択肢「5」「6」を想定した設問だったが、それ以外の

回答者からの回答が得られた。ここでは得られた 124 件について、その内訳等を示す。対象

者数: 52。回答数：124。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

44

16

64

35.5%

12.9%

51.6%

問10

1. 相談している

2. 相談し，物件登録している

3. 相談していない

 「相談していない」が 64 件(51.6%)と多い結果となりました。一方で、実

際に不動産業者に「相談している」,「相談し物件登録している」回答を合わせ

ると 60 件(約 48.3%)となり、全回答者における割合(約 30.7%)および本設

問回答者 124 件の割合(63.5％)も併せ、利活用の関心が高い結果となりまし

た。 

内円: 件数 

外円: 割合 
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問 11）建物の管理・活用で困っていることについて、ご記入下さい。（複数

選択可） 

 ※回答数：217。 

 

 

 

 

  ○「その他」の理由 ※回答数：21。 

「その他」の理由 

 権利関係の整理が困難(私道・相続・名義変更･代理権) ４ 

 家族の思い入れの問題 ３ 

 相談中 ３ 

 費用面の問題 ２ 

 家具等の整理が困難 ２ 

 不動産屋に任せている 2 

 盗難に遭い部屋を荒らされ精神的に参っている １ 

 住宅ローンが残っている １ 

 隣人が購入を希望している 1 

 適切な買い手がいるのだろうか 1       など 

 「特にない」が 48 件(22.1%)と最も多いものの、困っている事がある旨の回答としては「解

体したいが解体費の支出が困難」(44 件, 20.2%)が最も多くなりました。次いで、「固定資産

税が上がるのでは」が 36 件(16.5%)、「売却相手が見つからない」が 27 件(12.4%)と続き

ます。 

 「その他」の記入欄には 21 件の自由回答があった。主なものは以下のとおりです。 

14

44

36

27

22

48

26

0 10 20 30 40 50 60

1. 利用予定はなくどうしたらよいかわからない

2. 解体したいが解体費の支出が困難

3. 解体することで固定資産税があがるのではと心配

4. 売却したいが適当な相手が見つからない

5. 賃貸したいが適当な相手が見つからない

6. 特にない

7. その他

問11
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問 12）建物管理に関する条例・制度に関する考えについて、ご記入下さい。

（１つ選択） ※対象者数：195。回答数: 148。 

 

 

 

 

 

 

 

  ○「その他」の理由 ※有効回答数：20。 

「その他」の理由 

 考えはない・わからない 9 

 本人次第 ３ 

 弁護士に任せている／母が非常に愛していた住宅なので売却で

きないし、許さないと思う／相続するも、住む人がいない／内

容が適切かの判断が重要／条例・制度がどのようなものになる

かわからない状態では回答しようがない／税金等の増額となる

ことは大変困る／居住不可。売却も不可なので対応しようがな

い  など 

77
35

3

33

52.0%

23.6%

2.0%

22.3%

問12
1. 適切な条例・制度であれ

ば、それに従い管理する

2. 内容によるが、特に制度

等は必要でないと思う

3. 制定されても従わない、

または従うことはできない

4. その他

 「条例･制度に従い管理する」が 77 件(52.0%)と過半数を占め、「制度は不

要」との回答は 35 件(23.6%)でありました。「その他」の記入欄には 20 件の

自由回答がありました。主なものは以下のとおりです。 

内円: 件数 

外円: 割合 
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問 13）建物の管理・活用に関する市への要望について、ご記入下さい。（複

数選択可） ※対象者数：195。回答数: 198。 

 

 

 

 

 

 

 

  ○「その他」の理由 ※有効回答数：15。 

「その他」の理由 

 シルバー人材センターの方に庭木の伐採をお願いしたい。 

 古いので解体したいのだが入居者がいて出来ない。 

 市で買いとってもらいたい。寄付でも良い。 

 市政の取組みや考え方を聞きたい。他人事ではないはず！ 

 税金面での具体的な相談窓口があれば。 

 宅地を含めた建物の管理に関する適切なアドバイスが欲しい。 

 売却したいが擁壁(津波で損壊)を終始しないと建物の傾きも直せ

ない。何か方法はないかと市役所に相談したが特に何もなく現状

のままである。 

 親族のバッシングに困りつきている。    など 

 「特にない」が 60 件(30.3%)と最も多く、次点が「解体除去に対する補助」43 件(21.7%)

であった。何らかの「補助が欲しい」を合わせると 66 件(33.3%)、何らかの「情報が欲

しい」を合わせると 55 件(27.7%)に上った。また「その他」の記入欄には 15 件の自由

回答があった。そのうち、主なものを以下に示す。 

27

28

23

43

60

17

0 10 20 30 40 50 60 70

1 売却・賃貸の相手先等の情報が欲しい

2. 活用方法のアドバイスや情報が欲しい

3. 修繕や改修に対する補助が欲しい

4. 解体除却に対する補助が欲しい

5. 特にない

6. その他

問13
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２．事業用建物向け意向調査結果の集計 

回収された 24 件の事業用建物向けアンケート結果を集計すると、以下のとおりである。 

 

問 1）現在、この建物はどのような利用形態になっていますか、ご記入下さ

い。（1 つ選択） ※対象者数：24。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 最も多かったのは「賃貸用建物」との回答であり(6 件)、次いで「物置･倉庫」

と「売却用建物」との回答が 4 件ずつと続いています。その他としては、「土地

所有者との関係で空き家(物置)のままでいいと言われた」との回答がありまし

た。 

1
2

6

44

3

4

4.2%

8.3%

25.0%

16.7%

16.7%

12.5%

16.7%

問1 1. 自分（所有者自身、家族

含む）の業務用
2.自分（所有者自身、家族

含む）の居住用
3. 賃貸用の建物

4. 売却用の建物

5. 物置・倉庫

6. 一時的に使用していない

7. その他

内円：件数

外円：割合



32 

 

問 2）この建物を使用される期間について、ご記入下さい。（１つ選択）。  

  ※対象者数:24。回答数: 20。 

 

 

 

  ○「その他」の理由 ※有効回答数：11。 

「その他」の理由 

 貸倉庫・自用の倉庫として使用中 7 

 使用はしていない 2 

 売却待ち 

 現在介護施設に入居中なので、時々親族が見に行っている。 

                          など 

 

 

 

 

 

 

 17 件中 15 件が「その他」を選んでおり、その理由は「常時使用中」が 7 件、

「使用していない」が 2 件等となっています。 

00000 2

18

0.0%0.0%0.0%0.0%10.0%

90.0%

問2

1. 夏季

2. 冬季

3. 夏･冬以外

4. 正月やお盆の短期間

5. 週1～2日程度

6． 5. 月1～2日程度

7. その他

内円：件数

外円：割合
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問 3）現在の利用形態となった時期について、ご記入下さい。（１つ選択） 

  ※対象者数: 24。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

4

3

9

0

7

1
16.7%

12.5%

37.5%

0.0%

29.2%

4.2%

問3

1. １年以内

2. ２～３年以内

3. ４～５年以内

4. ６～９年以内

5. １０年以上

6. 不明

 最も多いのが「4～5 年以内」(9 件/24 件)、次いで「10 年以上」が７件であ

り、長期間空き家であるとの回答が比較的多くありました。 

 

ｈくぃ８ 

ｄｄｄｄｄｄｄｄｄｄｄｄｄｄｄｄｄｄｄｄｄｄｄｄｄｄｄｄｄｄｄｄｄｄｄ

ｄ 

内円: 件数 

外円: 割合 
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問 4）現在の利用形態となった経緯について、ご記入下さい。（複数選択可） 

 ※回答数: 23。 

 

 

 

   ○「その他」の理由 ※有効回答数: 7。 

「その他」の内容 

 昭和４８年より倉庫として使用 

 借入代金未納により移転時災害発生のため 

 東日本大震災に依り 

 津波により営業不能になったため 

 怪我をして入院するようになったが、車いす生活になった為、改造し

ないと戻れない。 

 

 

 

3

3

8

2

7

13.0%

13.0%

34.8%

8.7%

30.4%

問4
1. 自分（所有者自身、家族含

む）の廃業

2. 自分（所有者自身、家族含

む）の移転

3. テナントの退出

4. 不明

5. その他

 「テナントの退出」が 8 件と最も多いが、「その他」も 7 件と同様に多くな

っています。 

内円: 件数 

外円: 割合 
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問 5）建物の主な管理者はどなたですか、ご記入下さい。（１つ選択） 

  ※回答数: 24。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

19

0
2

00
3

79.2%

0.0%

8.3%

0.0%0.0%

12.5%

問5 1. 自分（所有者自身、家族含

む）

2. 直前の使用者（第三者）

3. 親類縁者

4. 近所の友人・知人

5. 地主

6. その他

 所有者（家族を含む）による管理が約 8 割と最も多くなりました。その他は「不

動産屋」との回答が 1 件ありました。 

内円: 件数 

外円: 割合 
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問 6）現在の建物の維持・管理の度合いについて、ご記入下さい。（１つ選択） 

  ※対象者数: 24。回答数: 23。 

 

   

  ○「その他」の理由 ※回答数：2。 

 

   ○選択肢「その他」の理由 ※有効回答数: 2。 

「その他」の理由 

 建物が古いため、部分破損の場合修理している。 

 日常的に使用しているため 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 維持・管理を「ほとんどしていない」が 8 件と最も多いが、その以外は 3 件ずつで

広く分布しています。 

3

3

3

0

1

0

8

3

2

0 1 2 3 4 5 6 7 8 9

1. 週１回以上

2. ２～３週間に１回程度

3. 月1回程度

4. 2～3ヶ月に１回程度

5. 半年に１回程度

6. 1年に１回程度

7. ほとんどしていない

8. わからない

9. その他
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問 7）建物の維持・管理で困っていることについてご記入下さい。（複数選択

可） 

  ※対象者数：24。回答数: 21。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

  ○「その他」の理由 ※有効回答数：7。 

 

 

 ○選択肢「その他」の理由 ※有効回答数: 7。 

「その他」の理由  

 特に困っていない 6 件 

 売却中 1 件 

 

 

 

 

 

 

4

2

2

2

11

19.0%

9.5%

9.5%

9.5%

52.4%

問7
1. 管理の手間が大変

2. 身体的・年齢的に困難

3. 管理を委託する相手が

いない

4. 管理を委託する相手が

いない

5. その他

 選択肢としては「管理の手間が大変」との回答が最も多く、4 件ありました。

回答数 19 件のうち約 5 割以上(11 件/21 件)が「その他」を選択しており、理由

としては「特に困っていない」が 6 件と最も多くなりました。 

内円: 件数 

外円: 割合 
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問８）今後の建物の管理・活用について、ご記入下さい。（１つ選択） 

  ※回答数: 24。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

2

3

1

2

4
6

2

0

3
1

8.3%

12.5%

4.2%

8.3%

16.7%
25.0%

8.3%

0.0%

12.5%

4.2%

問８ 1 いずれ修繕・改築(業務用)

2. いずれ修繕・改築(居住用)

3. 他の用途に自分が使用

4. 子や孫に任せたい（相続）

5. 売却したい、してもよい

6. 賃貸したい、してもよい

7. 解体撤去して更地にしたい

8. 地域のため（公的）に活用した

い

 「売却または賃貸したい、してもよい」が合わせて 10 件(約 4 割)と最も

多く、「業務用または居住用にいずれ修繕･改装して使用する」(合わせて 5

件)を上回りました。 

 「その他」として「修繕は終了しているが使用時期は未定」との回答がみ

られました。 

内円: 件数 

外円: 割合 
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問 9）問８で「７ 解体撤去して更地にしたい」と回答した方。解体撤去して

更地にした後の土地の利用の考えについて、ご記入下さい。（１つ選

択）※対象者数：2。回答数:3。本設問は重複回答を想定していないが、得られた回答を下記

に示した。なお「その他」には具体的な記載はなかった。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

1

0

1

00

1
33.3%

0.0%

33.3%

0.0%0.0%

33.3%

問9

1. 車庫・物置等の設置

2. 畑等の菜園

3. 駐車場として自分が利用

4. 駐車場として他人に貸与

5. 地域の役に立つ交流の場

6. その他

内円：件数

外円：割合
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問 10）売却、賃貸希望者の不動産業者等への相談状況について、ご記入下さ

い。（1 つ選択）※問 8)の選択肢「5」「6」を想定した設問だったが、それ以外の回答

者からの回答が得られた。ここでは得られた 12 件について、その内訳等を示す。対象者数：

10。回答数: 12。 

 

 

 

  

3

3

6

25.0%

25.0%

50.0%

問10

1. 相談している

2. 相談し，物件登録している

3. 相談していない

 「相談していない」が 6 件(50.5%、全回答者 24 件中 25.0%)である中、「相

談している」と「相談し物件登録している」も合わせて 6 件(50.0%)であり、

二分する結果となりました。 

内円: 件数 

外円: 割合 



41 

 

問 11）建物の管理・活用で困っていることについて、ご記入下さい。（複数

選択可） ※回答数: 29。 

 

 

 

 

  ○「その他」の理由 ※有効回答数：3。 

「その他」の理由 

 居住者が元気になったら戻りたいと希望している 

 グループ申請の話あり検討中 

 解体する予定はないが、今後、解体することで固定資産税があ

がるのではと心配 

 

 

 

 

 

 

 

 「特にない」が 9 件(31.0%)と最も多い中、次いで「売却･賃貸の相手が見つからない」

（合わせて 9 件）、「解体支出が困難」（4 件）と続きます。 

2

4

2

4

5

9

3

0 1 2 3 4 5 6 7 8 9 10

1. 利用予定はなくどうしたらよいかわからない

2. 解体したいが解体費の支出が困難

3. 解体することで固定資産税があがるのでは…

4. 売却したいが適当な相手が見つからない

5. 賃貸したいが適当な相手が見つからない

6. 特にない

7. その他

問11
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問 12）建物管理に関する条例・制度に関する考えについて、ご記入下さい。

（１つ選択） ※回答数：21。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

8

7

0

6
38.1%

33.3%

0.0%

28.6%

問12
1. 適切な条例・制度であれ

ば、それに従い管理する

2. 内容によるが、特に制度

等は必要でないと思う

3. 制定されても従わない、

または従うことはできない

4. その他

 制度に関する質問に対して、「それに従い管理する」が 8 件、「制度等は不要」

が 7 件と二分した結果になりました。 

 また「その他」の回答としては、「制定されても金銭的に負担になるのは困る

しできない」「住んでいなくても税金は納めている。住んでいない場合の納税額

を考慮して欲しい。」等がみられました。 

内円: 件数 

外円: 割合 
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問 13）建物の管理・活用に関する市への要望について、ご記入下さい。（複

数選択可） ※回答数：28。 

 

 

 

 

 

  

 何らかの「補助がほしい」が合わせて 12 件(約 53.5%)、何らかの「情報･アドバイス

がほしい」が合わせて 7 件(25%）の結果となりました。また「特にない」も 7 件であり

ました。「その他」としては「リフォームしやすい環境作りを進めて欲しい」との回答が

ありました。 

4

3

4

8

7

2

0 2 4 6 8 10

1 売却・賃貸の相手先等の情報が欲しい

2. 活用方法のアドバイスや情報が欲しい

3. 修繕や改修に対する補助が欲しい

4. 解体除却に対する補助が欲しい

5. 特にない

6. その他

問13
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Ⅲ 空き家実態調査のまとめ  
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～ 調査結果の概要 ～ 

空家実態調査の概要については、以下のとおりです。 

 

【現地調査の結果】 

● 市内「空家と思われる建物」においては、およそ７０％の２０６件 

で、外観上、何らかの管理がされていることが、確認されました。 

● およそ２８４件（９２．８％）で、売却や利活用等がされていないこ 

とが確認されました。 

● 建て方別では、戸建が２５０件（８１．７％）で、長屋建、アパート 

と合わせるとおよそ全体の９０％を占めていることが確認されました。 

● 階数については、戸建が中心のため２階建及び平屋でおよそ９８％と 

なっています。 

● 敷地の接道については、２４３件（７９．４％）で、２ｍ以上の道路 

に接しているが、５４件（１７．６％）で２ｍ未満の道路となっていま 

す。 

● 外構等に損傷等がない物件が２７６件（９０．２％）となっていま 

す。 

● ごみ等の放置１１９件、立ち木の隣地越境６２件、雑草繁茂１１０件 

と地域への影響が確認されました。 

 

 

【固定資産課税台帳等調査の結果】 

● およそ２３４件（７６．５％）が、昭和５６年６月１日の新耐震基準 

が設けられた建築基準法改正以前の建物であることが確認されました。 

● 築２１年以上の建物が、２９３件（９５．８％）となっています。 

● 土地の所有者が存在する建物が、２２２件（７２．５％）となってい 

ます。（納税管理人等がおよそ３０.０％） 

  ● 納税管理人等の設定が、８４件（２７．５％）確認され、その所在に 

ついては、市内４８件（５７．２％）、県内１９件（２２．６％）とな 

っています。 

 

 

【アンケート調査の結果】 

● 利用形態については、「売却・賃貸用」が７５件（３６．７％）、次 

いで「物置・倉庫」が３０件、「一時的に住んでいない」が２５件とな 

っています。 
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● 現在の利用形態となった時期については、「１０年以上」と「２～３ 

年以内」がそれぞれ４６件（２６．９％）となっており、６年以上の長 

期にわたるものが、およそ４０％となっています。 

また、理由については、「死去」３９件、「他所の住宅を新築・購 

入」が３３件、「病院・老人ホーム等へ転居」が３０件でおよそ５０％ 

を占めています。 

● 維持・管理については、およそ６７．１％の所有者が半年に１回は何 

らかの管理をしていることが確認できましたが、居住地からの距離、身 

体的、年齢的に困難を感じている所有者が、およそ６７．６％となって 

います。 

  ● 今後については、売却・賃貸などの利活用で３０．２％、更地にした 

いが１８．０％となっていますが、不動産業者等へ相談されていない所 

有者が５１．６％となっていることも課題となっています。 

● 困っていることとしては、解体費の支出困難、解体による固定資産税 

の増額、売却相手が見つからないが、およそ５０％と支障になっていま 

す。 

● 建物管理については、「条例や制度に従い管理する」という所有者が 

５２％を占めていることが確認されましたが、売却を望むも買い手がつ 

かない、親、自分が生きている間は売却できないなどの回答もありまし 

た。 

● 市への要望については、「解体除却に対する補助」や「何らかの補助 

がほしい」が、およそ５５％になっています。 

また、情報の提供を望む所有者もおよそ３０％確認できました。その 

他、市政の取組、税金面の相談、建物管理のアドバイスなどの回答もあ 

りました。 

 

  ※事業用建物についても、居住用と同様の内容になっています。 

   （詳細は、前段の個別結果参照） 

 

 

 

 

 


